
 

公募型企画競争⽅式随意契約実施要綱 
 

制  定 平成 26 年 10 ⽉１⽇  
 
（⽬的）  
第１条 この要綱は、地⽅独⽴⾏政法⼈⼤阪市⺠病院機構（以下「法⼈」という）が発注

する業務委託契約において、企画競争に参加しようとする者を募集する随意契約
（以下「公募型企画競争⽅式随意契約」という。）により⾏うものについて、必
要な事項を定める。  
 

 （適⽤範囲）  
第２条 本要綱の適⽤を受ける契約は、企画、解析、デザイン等、⾮定型的⼜は創造⼒を

要する業務で、仕様内容を作成・決定できない場合や⺠間事業者のノウハウによ
り仕様内容の⼀層の向上を求める場合等の理由により、⼤阪市⺠病院機構契約規
程第 14 条第１項第２号に該当し、競争⼊札に適さない契約とする。  
 

 （発注公告）  
第３条 発注公告は、次の各号に掲げる事項を公告するものとする。  
 （１）企画競争に付すべき事項  
 （２）企画競争参加資格に関する事項  
 （３）申請書受付期間  
 （４）企画提案内容の審査に関する事項  
 （５）契約条項を⽰す場所  
 （６）前各号のほか必要な事項  
２ 前項の公告は、法⼈ホームページ⼜は⼤阪市電⼦調達システムにおける掲載及び契約
担当において掲⽰することにより⾏い、参加希望者が閲覧できるようにする。  
 
（企画競争参加資格）  
第４条 企画競争に参加しようとする者は、次の各号に定める全ての事項を満たさなけれ

ばならない。  
（１） 法令等の規定により、営業について免許、許可⼜は登録を要する場合において当
該免許、許可⼜は登録を受けていること  



（２） 企画競争参加申請時において、法⼈⼊札参加停⽌措置要綱に基づく停⽌措置⼜は
⼤阪市契約関係暴⼒団排除措置要綱に基づく⼊札等除外措置を受けていないこと
及び同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと  

２  前項各号のほか、必要に応じて別途資格要件を定めることがある。  
 
 
 （企画競争参加の申請）  
第５条 企画競争参加申請⼿続きは発注公告に定めるものとする。  
２ 企画競争参加を希望する者は、契約担当において配布する企画競争参加申請書、企画

提案書等その他発注公告において定める書類（以下「申請書等」という。）に所定の
事項を記載のうえ、受付期間中に契約担当に持参して申請しなければならない。  

 
（仕様書等の記載内容に対する質問）  
第６条 仕様書等の記載内容に対する質問は、発注公告に定める⽅法により受付けるもの

とする。  
 
 （企画競争参加資格審査）  
第７条 発注公告に⽰した企画競争参加資格要件に基づき、申請書等の提出書類により企

画競争参加資格を審査する。  
２ 審査の結果、企画競争参加資格を有すると判断できるすべての者について、企画提案

書等の審査を実施する。また、企画競争参加資格を有しない者に対しては、その旨を
通知する。  

 
 （受託者の決定⽅法）  
第８条 企画競争参加者より提案された企画内容を審査し、受託者を決定する。  
２ 提案された企画内容の審査が必要な場合は、企画競争参加者に対してヒアリング若し

くはプレゼンテーションを求めることができる。  
３ 提案上限⾦額を上回る提案については、無効とする。  
 
 （誓約書の提出）  
第９条 契約の相⼿⽅及び⼤阪市暴⼒団排除条例第７条各号に規定する下請負⼈等（以下

「下請負⼈等」という。）は、同条例第２条第２号及び第３号に規定する暴⼒団
員⼜は暴⼒団密接関係者でないことをそれぞれが表明した誓約書を提出しなけれ
ばならない。ただし、契約⾦額が 500 万円未満となる契約について、理事⻑が必
要でないと判断した場合はこの限りでない。 

 



 （契約結果の公表）  
第 10 条 受託者を決定し、契約を締結したときは、当該契約結果をホームペー ジに掲⽰

するとともに契約担当窓⼝において閲覧に供する。  
２ 掲⽰及び閲覧に供する事項は、次のとおりとする。  
 （１）案件名称  
 （２）契約の相⼿⽅  
 （３）決定⾦額（消費税及び地⽅消費税に係る⾦額を除いた額）  
 （４）契約⽇  
 
（契約の解除）  
第 11 条 受託者決定後契約締結までに、受託者が⼤阪市契約関係暴⼒団排除措置要綱に

基づく⼊札等除外措置を受けたとき⼜は第９条に規定する誓約書を提出しない
ときは、契約を⾏わないものとする。  

２ 契約締結後、当該契約の履⾏期間中に契約者が⼤阪市契約関係暴⼒団排除措置要綱に
基づく⼊札等除外措置を受けたときは、この契約の解除を⾏う。  

３ 下請負⼈等が暴⼒団員⼜は暴⼒団密接関係者に該当すると認められた場合に、契約者
が、本法⼈が求める当該下請負⼈等との契約の解除を拒否した場合には、この契約を
解除する。 

  
（その他）  
第 12 条 この要綱に定めのない事項⼜はこの要綱により難い事項については、 別に定め

ることができる。  
  
  附 則  
１ この要綱は、平成 26 年 10 ⽉ 1 ⽇から施⾏する。 


